
災害廃棄物処理計画
策定状況について

資料５

1 出典：令和6年度災害廃棄物対策推進シンポジウム資料（R6.10.20）

災害廃棄物処理計画の策定状況（全国）
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出典：第１回 令和５年度災害廃棄物対策推進検討会資料（R6.4.5）

災害廃棄物処理計画の策定状況（全国）

3 出典：第１回 令和５年度災害廃棄物対策推進検討会資料（R6.4.5）

災害廃棄物処理計画の策定状況（全国）

→当該地域を対象に、令和５年度より処理計画
策定支援を実施（8ページ参照）
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策定率目標
（令和７年３月末時点）

実績
（令和５年３月時点）

50％
90／179

40％
72／179

全道

60％
37／62

52％
32／62

推進地域※

※日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域

エリア別
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（令和５年３月時点）

計画策定状況（道内 R5.3）

計画策定率計画策定済市町村数市町村数

推進地域全道推進地域全道推進地域全道

59%39%10271770道央

30%39%371018道南

100%29%112141道北

53%52%18263450道東

52%40%327262179合計

計画策定状況（道内 R5.3）
根室十勝宗谷上川日高後志空知

○根室市○帯広市○稚内市○旭川市○日高町○小樽市夕張市
別海町○音更町猿払村士別市平取町○島牧村○岩見沢市
中標津町士幌町浜頓別町名寄市新冠町○寿都町美唄市
標津町○上士幌町中頓別町○富良野市○浦河町黒松内町芦別市
羅臼町鹿追町○枝幸町○鷹栖町様似町蘭越町赤平市

○新得町豊富町東神楽町えりも町ニセコ町三笠市
○清水町礼文町当麻町新ひだか町真狩村滝川市
○芽室町○利尻町比布町留寿都村砂川市

中札内村利尻富士町愛別町渡島喜茂別町歌志内市
更別村○幌延町上川町○函館市○京極町深川市

○大樹町○東川町北斗市倶知安町○南幌町
○広尾町オホーツク○美瑛町松前町○共和町奈井江町

幕別町○北見市上富良野町福島町岩内町上砂川町
○池田町○網走市中富良野町知内町○泊村○由仁町

豊頃町○紋別市○南富良野町木古内町神恵内村○長沼町
○本別町○美幌町占冠村七飯町積丹町栗山町
○足寄町津別町○和寒町鹿部町古平町○月形町
○陸別町斜里町剣淵町○森町仁木町浦臼町

浦幌町清里町下川町八雲町余市町新十津川町
釧路○小清水町美深町○長万部町赤井川村妹背牛町
釧路市訓子府町音威子府村檜山胆振秩父別町

○釧路町置戸町中川町○江差町○室蘭市雨竜町
厚岸町佐呂間町幌加内町上ノ国町○苫小牧市北竜町
浜中町○遠軽町留萌厚沢部町○登別市沼田町

○標茶町○湧別町留萌市乙部町○伊達市石狩
○弟子屈町滝上町増毛町○奥尻町○豊浦町○札幌市
○鶴居村興部町小平町○今金町○壮瞥町○江別市

白糠町○西興部村○苫前町○せたな町白老町○千歳市
雄武町羽幌町厚真町○恵庭市

○大空町初山別村○洞爺湖町○北広島市
遠別町安平町○石狩市
天塩町○むかわ町当別町

新篠津村
6

道北エリア道央エリア

割合策定数市町村数割合策定数市町村数

30.4%723上川20.8%524空知

12.5%18留萌75.0%68石狩

40.0%410宗谷30.0%620後志

29.3%1241道北合計72.7%811胆振

道東エリア28.6%27日高

割合策定数市町村数38.6%2770道央合計

50.0%918ｵﾎｰﾂｸ道南エリア

63.2%1219十勝割合策定数市町村数

50.0%48釧路27.3%311渡島

20.0%15根室57.1%47檜山

52.0%2650道東合計38.9%718道南合計

全国８０％40.2%72179全道

46.1%1839津波特別

51.6%3262推進地域

57.1%2035市

37.2%48129町

26.7%415村

目標

全道R4:30%、R5:40%､R6:50%、R7:60%

対策推進地域R4:40%、R5:50%､R6:60%、R7:70%

計画策定状況（R5.3）
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お問合せ先︓

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

災害廃棄物処理計画策定事業費補助金の概要

出典：第１回 令和５年度災害廃棄物対策推進検討会資料（R6.4.5） 8



循環交付金等

循環型社会形成推進交付金

廃棄物処理施設整備交付金

１．マテリアルリサイクル推進施設
２．エネルギー回収型廃棄物処理施設
４．廃棄物運搬中継施設

・
・
・

１．マテリアルリサイクル推進施設
２．エネルギー回収型廃棄物処理施設
４．廃棄物運搬中継施設

・
・
・

１１．災害廃棄物処理計画策定支援事業

・大規模災害時の平時からの備えとして、
・北海道、沖縄県、離島地域を除く
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・北海道、沖縄県、離島地域についても対象


